





























































































































































































































































































































　【争点】Xは Yとの関係は労働雇用関係であり、又 Yが Xのための社
会保険料を支払っていない行為は違法であると主張した。これに対し、Y
は Xとの関係は労働雇用関係ではなく、代理関係であり、契約に基づ


































































































































































































































を費やした。退院後 Xは Yに保険金の支給を請求したが、Yは Xが保険
料を納付していないため、保険申込書の期限が切れ、効力を失ったことを
理由に拒絶した。そこで Xは法院に訴えを提起した。












































































































































































































































































由として、これを拒絶した。Xは、これは Yの募集人 Bが Aの同意を得
て代わりにサインしたものであり、且つ Aは２年間連続保険料を納付し
ているから、この拒絶の理由は成り立たないと主張し、法院に訴えを提起
した。
　【判旨】「本件のサインは Yの募集人 Bの代筆であるが、契約は既に履
行され、保険契約者は契約通りに保険料を支払った。これは、Bによる A
の代理行為を認めたことを意味し、事実上契約は成立している。契約の内
容も当事者双方の正当な意思表示によるものであり、本件契約は有効であ
ると認め、Aの保険料の納付義務は免除され、Yは継続的に保険責任を負
う。」と判決し、確定した。
　保険契約者及び被保険者の告知義務を、申込書に記入する形に限定して
行うときは、原則的には保険募集人の知、不知は保険者の知、不知とみな
すことができる。保険募集人は保険契約者から委託され、申込書に記入す
る場合であっても同視される。但し、保険募集人は自己の営業実績を上げ
るため、保険契約者の告知義務の履行を妨害し又は故意に保険者に被保険
者の情報を正確に報告しなかった場合は、保険者の選任の過失となり、そ
の契約の解除権は制限されるべきである。
　以上、告知義務の問題を総括して、保険者が保険募集人に与える告知受
領権の性質を検討しよう。
　実務の現状において保険契約者及び被保険者が告知すべき事項は、申込
書中の記載事項および「質問表」により定型化されている。申込書中の保
険契約者及び被保険者の職業、経済収入情況、生活習慣、居住地など項目
は、生命保険を悪用し、不純な申込動機などを判断するための第一次的な
危険選択に関する告知情報であり、被保険者の現症、既往症などその健康
又は死亡に関わる危険の要素が含まれている「質問表」の内容および、保
険者の指定する医療機関の診査は、第二次的な危険選択に関する告知の内
容である。
　第二次的な危険選択において、医学的診察は医学上の危険などの発見を
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含んでいるが、医学的診察など高度の専門的な判断能力が必要とされてい
る。診査医のような能力ないし役割、即ち診察の内容を判断する能力を保
険募集人に期待するのは合理的ではない。保険会社の維持と保険加入者の
利益を考慮して、募集人は高度な医的専門知識の有しない保険募集人に第
二次的危険選択に関する告知受領権を制限するのは自然である。
　しかし、保険契約者が保険会社に対して行う告知を作成する際に助言を
与えるのは保険募集人であり、一般の保険契約者は募集人を保険者の代理
人と考え、保険募集人に対する告知は保険者に対する告知と同等であると
思われるのが通常である。且つ保険募集人は、保険契約者及び被保険者の
職業、経済収入情況、生活習慣、居住地などに基づき、生命保険を悪用
し、不純な申込動機などを判断する能力が備えている。それ故、保険契約
者の信頼を保護する立場から、保険募集人にこのような第一次的な危険選
択に関する情報の告知受領権を与えるのが妥当だと思われる。
　保険者が保険募集人に第一次的危険選択に関する告知受領権を与えたと
しても、保険者は専門の部署を通じて、被保険者に関する第二次的な危険
選択に関する情報に基づき、当該被保険者を契約者団体に編入するか否か
の危険選択を行っており、危険判断を最終的に行うことができる。それ故
保険募集人は限定的な告知受領権を肯定するのが妥当だと思われる。
（３）　契約締結権
　日本保険業法第２条17項は、生命保険会社のために保険契約の代理又
は媒介を行う者を保険募集人と定義している。生命保険契約締結の最終的
な判断をなすには、高度の医的な専門知識が要求され、一般的な保険募集
人にこれを求めることは困難であるため、平成７年保険業法改正までは、
保険募集の取締に関する旧法律の第２条１項には、募集人に保険契約の締
結権を付与していなかった。しかし、平成８年４月施行の保険業法によっ
て、生命保険募集人に締結権を付与するか否かは、保険会社の自由に委ね
られるようになったが、実務上は、契約締結権の代理権を与える実例はま
だ見られない。
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　中国においては、かつて保険募集人の権限に関する明文法規はなかった
ので、保険募集人は保険者から保険契約の締結代理権が付与されているか
どうかについて学説が分かれている。契約締結代理権を持たないとする否
定見
（鯵）
解は、保険者は保険契約者の申込みに対して被保険者の健康状態など
によって、諾否を判断し、保険料率を算出しなければならないから、医的
情報収集といった高度の専門知識が要求される作業には保険募集人は不適
任とする。これに対し、契約締結代理権を有するとする肯定見解は、保険
募集人を個人代理人と同視し、1997年の『中国保険代理人管理規定（試
行）』第51条に基づき、保険者から契約締結代理権が与えられているとす
る。このほか、条件付契約締結代理権を有するとする条件付肯定説が注目
されている。条件付肯定説は保険募集人に保険商品の販売権を付与し、保
険証券の発行を限定的に認め、即ち保険者から提供された保険約款通りの
承諾権をのみ認めるとする見
（梓）
解である。
　2006年３月に『保険募集人管理規定』を公布され、保険募集人に定義
づけるときに「中国保険監督管理委員会により交付された資格証書を持
ち、保険会社のため保険商品を販売（中国語：銷售）し、且つ関係サービ
スを提供し、又手数料及び口銭を取得する者」を実務的には、保険者と保
険契約者との代理契約書には、保険募集人の権限について、保険商品の
「推銷」（中国語）又は「銷售」（中国語）というも表現が使われている。
中国の新華辞典によれば、「推銷」とは販路を推し広めるの意であり、
セールスを指している。「銷售」とは販売を意味する。大抵の保険者は保
険募集人に保険商品の募集及び「推銷」又は「銷售」の権限を与えてい
る。
　しかし、この「推銷」又は「銷售」はマーケティング概念として、法的
には、保険商品の販売権を指すか、それとも、ただの保険商品販売の募集
権を指すかについて、判断がつき兼ねる言葉である。
　かつて、日本の学説では、保険募集人の販売行為が「申込み」で顧客
の加入承諾が「承諾」に当たるかどうかが議論されたが、結局、これを否
定し、募集人の販売行為は申込みの誘引に当たり、顧客の保険契約加入の
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承諾が「申込み」であり、それに対して保険会社が「承諾」すると解され
るようになった。
　保険募集人の権限を定義するときに、『保険募集人管理規定』及び各保
険者と保険募集人との代理契約書における「銷售」、「推銷」の用語を使
われているが、この販売権を意味としている「銷售」、「推銷」は日本法の
契約の締結代理権にあたるか、申込の誘引にあたるだろうか。以下、保険
募集人の代理契約をもとに、現行の保険約款中に保険募集人の権限と最も
緊密な関係を有する「保険者責任の開始時期」との条項を通して、保険者
が実際に保険募集人に与えている権限は契約締結代理権であるか否かにつ
いて分析して検討する。
　中国の現行約款では、保険者の責任開始時期に関する条項は主に３つの
パターンに分かれている。
　１つ目は、保険者の保険責任は、保険契約者の申込に対し保険の引受け
に同意し、かつ保険契約者から第１回保険料相当額が支払われた時に開始
される旨の規定であり、日本の生命保険約款中のいわゆる「責任開始条
項」と相当する。
　２つ目は、一般大衆の、第１回保険料相当額を支払った後は保護される
との期待に応ずるため、第１回保険料相当額の受領時から、保険契約の効
力が生じ、保険者は責任を負う旨の条項であり、日本の生命保険約款中の
いわゆる「責任遡及条項」にあたる。
　３つ目は、「責任遡及条項」と同じ趣旨で、設けられている「暫定保険
保障条項」であり、これは日本法に見られない条項である。この条項に
よって、保険契約者は申込をなし且つ第１回保険料を納付した場合は、保
険者は一つの暫定保険契約を提供し、保険契約者は直ちに保険保護を受け
られる。 
　上記の保険約款によって、保険者が保険募集人に与えている契約締結に
関する権限も３つのパターンに分かれ、以下それぞれにつき検討する。
（246）
30
①締結代理権を有しない。
　恒康天安生命保険有限会社の代理契約
（圧）
書によって、保険募集人の契約締
結に関する代理権限は、「生命保険商品の販売代理又は販売活動」と定め
ている。
　当該保険会社の「溢財宝終身保険」の第５条には「保険契約者が第１回
保険料を納付し、当社が保険の引受けに同意した場合は保険受取の証拠と
して保険証券を発行する。保険契約の成立は保険証券に記載した保険契約
の効力発生日より生ずる。別の約定がない限り、保険者の責任は契約成立
当日の午前０時から生ずる。」と定め、いわゆる「責任開始条項」であ
る。
　「責任開始条項」によって、保険者が責任を負う要件の一つは保険者の
承諾とし、保険者が保険の引き受けに同意していない時は、保険事故を生
じても、保険者は保険金給付義務を負わない。即ち、保険者の承諾を保険
契約の成立の要件としている。したがって、保険募集人に契約の締結代理
権を与えていない。
②条件付契約締結代理権
　金盛保険会
（斡）
社、中宏生命保険有限会
（扱）
社２社の保険代理契約書に、保険募
集人に保険商品を「推銷」又は「銷售」する権限があると明記している。
　金盛生命保険会社の「盛世佳人両全保険」約款の第６条には「保険契約
者が保険料を納付し且つ保険者が申込を承諾した場合は、保険証券を発行
する前に起こった保険事故に対し、当社は保険責任を負う。」と定めてい
る。
　中宏生命保険有限会社の「軽松保生命保険」約款の第４条には「当社が
申し込みを承諾し且つ第１回保険料を受領した場合は保険証券を発行する
日の午前０時から保険責任を負う。同時に保険責任は保険証券に記載した
保険契約の発効日当日の午前０時まで遡る」と定めている。
　上記の条項は日本にいわゆる責任遡及条項にあたる。当該条項によっ
て、保険契約の成立前に保険事故が発生すれば、その前に保険者がすでに
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保険契約者から第１回保険料相当額を受領していた場合、承諾を条件とし
て契約上の責任を負う。保険者は保険事故の発生原因を問わず、保険者の
査定基準に合致するならば、保険金の全額を支払う責任を負う。 
　保険実務では「保険料前払い」の慣行があり、保険契約者が申込みと同
時に第１回保険料相当額の支払いが行われるのが通常である。これに対し
保険契約者は保険料相当額払い込み時からの保険保護を期待している。こ
の期待に応ずるために保険者は保険契約者の期待を事実上認めたと解さ
れ、保護を与える遡及条項制度を導入した。
　保険募集人は申込書および第１回保険料相当額の受領時に領収証を発行
するという形式で、保険者が条件付きの契約締結代理権を保険募集人に付
与していると理解される。つまり保険募集人は解除条件付きの契約締結権
を与えられている。なぜなら保険者の査定基準に符合せず危険がある被保
険者の場合は、保険者は契約締結の申込を拒絶することができ、即ち、最
終の危険選択権は保険者に留保され、契約締結の最終決定権は保険者のみ
が保有する。
　被保険者が保険適格体である場合は、保険契約者の申込を承諾するとき
は、保険契約は保険募集人が第１回保険料相当額の受領時に遡って成立す
る。
　保険約款には「会社が承諾した場合は」という保険者が責任を負う前提
としての条件をつけている。故に保険募集人に将来における正式な保険契
約の締結を前提とする解除条件付きの契約締結代理権を付与されたと考察
される。この条件付き契約締結代理権の効果としては、保険契約者が保険
料相当額を支払った後、それにより期待される利益を保護すると同時に、
危険選択の最終決定権が保険者に留保される。これは生命保険事業制度の
要請と合致する。且つこの条件つき契約締結権は生命保険実務において
も、その約款の中に存在している。
③暫定契約締結権 
　生命保険実務においては、保険契約者の申込みから保険者が正式な保険
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証券を発行するまでの間に、一定の事務的な期間が必要とされる。または
契約当事者が契約の重要事項に対し、合意に達したが、細かい事項につき
更に合意するために一定期間が必要とされる。それ故、保険者は直ちに保
険証券を発行することはできない。この場合には海上保険と財産保険で
は、正式の保険証券のかわりに保険契約者に暫定保険証券を発行する慣行
がある。これは臨時的保険契約とも言う。正式の保険証券を発行する前
は、暫定的保険証券がそれと同等の効力を持ち、正式の保険証券が発行さ
れることによって、その効力を失うと解されている
（宛）
。海上保険及び財産保
険のこの現状において、一部の生命保険会社もこれと同じような暫定保険
証券に相当する制度がある。安聯大衆人寿保険有限会社及び中保康聯保険
有限会社の保険約款を見てみよう。
　安聯大衆人寿保険有限会社の「聯衆恒泰両全保険」約款の第４条に「第
１回保険料相当額を受けた日と保険契約効力が生ずる日の間に、または第
１回保険料相当額を受けた日と保険料相当額の返却日の間に、不慮の事故
により保険事故を生じた場合には、当会社は定額保険金を支払う。即ちこ
の定額保険金とは契約上の保険金額で、それが５万人民元を超える場合に
は５万人民元を限度とする。」と定めている。
　中保康聯保険有限会社の「聚宝盆両全保険」約款の第５条に「当社責任
は保険証券に記載する保険契約の効力発生日翌日の零時から開始する。保
険契約者は申し込み且つ第１回保険料を納付した場合は、保険者は直ちに
暫定保険契約保護を提供する。」と定めている。
　安聯大衆及び中保康聯保険会社は保険契約者から第１回保険料を受領す
ると同時に、保険契約者に暫定保険契約を発行し、この暫定保険契約の有
効期間内は保険契約者に暫定的な保険保護を与えるという制度を設けてい
る。
　上記の条項は、保険者は保険募集人に本契約の締結代理権を与えず、本
契約の性質と異なる暫定保険契約の締結代理権を付与していると表明して
いる。
　保険募集人に保険契約者から第１回保険料を受領時に発行した領収証に
（243）
33
「当保険会社が保険証券を発行するまでは、如何なる保険責任も負わな
い。ただし、被保険者が不慮の事故により死亡し又は高度障害となったと
きは、当保険会社は保険金額を限度とし、最高５万人民元を給付し、且つ
30元の傷害保険料を控除する。」と定めている。これは保険者が保険募集
人に本契約の締結代理権を否定すると同時に、保険募集人に一つの傷害保
険の契約締結代理権を与えていると解することが妥当である。
④検討
　上記実務中に保険契約者にとって保険募集人が保険者から契約の締結代
理権を与えられているか否かを認識することは極めて困難である。そこで
学説では保険募集人に対する制限が、申込書或いは保険証券に明記される
か、又は口頭或いは書面による通知などの方法で保険契約者に明示されな
ければならない、そうでなければ、善意の第三者に抵抗できないと解して
いる
（姐）
。 
　保険契約を募集する際に、顧客に直接接しているのは保険募集人であ
り、一般顧客が、保険募集人を保険会社と同視するという事実に着目すれ
ば、保険募集人に契約締結代理権を与えることは、善意の保険契約者によ
りよい保護を与えることになる。そして生命保険契約が即時に成立し、被
保険者が直面しなければならない承諾前死亡の問題に伴う不安定な地位か
ら救われる。これは条件付契約締結代理権又は暫定契約締結代理権を保険
募集人に与えることの長所と考えられる。
　生命保険事業の運営において、最も重要なことは、大数の法則が働くほ
どの多数の危険を平均化するための危険選択である。保険契約者保護の原
則は、各個の保険契約者のみならず、その背後に存する多数の保険契約者
（危険の平均化を期待する危険団体）にも同様に適用されなければならな
い。不良な契約混入の排除即ち危険の排除は、保険会社の利益だけではな
く、保険加入者団体即ち各個の保険契約者の利益のためでもある。これは
相当高度の専門的知識並びに技術を必要とする。これを保険募集人が日常
の募集活動の中で、誤りなく実施し得るような体制をとることは極めて困
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難である。本契約の締結代理権ではなく、条件付契約締結代理権又は暫定
契約締約代理権を保険募集人に与えることが、第一次的な危険選択を保険
募集人に負わせ、最終の危険選択を保険者に留保することになる。これは
保険会社の利益だけでなく、保険団体の利益をも害することがないように
する適切な方法と言えよう。
　以上の法理上及び制度上の理由から、保険募集人は保険者から本契約の
締結代理権と異なる解除条件付き契約締結代理権を与えられていると解す
べきである
（虻）
。或いは保険募集人は保険契約者と将来の正式な保険契約の締
結に対し、合意した時から保険者の最終判断の意思が保険契約者に到達す
るまでの期間を担保する暫定的な契約が成立する。この暫定契約は保険者
の最終判断の意思表示が保険契約者に到達することにより効力を失う。
注
（14）保険募集人管理規定２条「保険募集人とは、中国保険監督管理委員会が公
布する資格証書を取得し、保険者会社のため、保険商品を販売し、又関係サ
ービスを提供し、且つ保険者から業務代理の手数料を受領する個人をいう」。
（15）①安聯大衆保険会社
　　保険商品の販売又は販売活動。
　　保険契約者からの保険料の収集又は関係資料の収集。
　　顧客に対する関連サービスの提供。
　　会社の授権に基づくその他の業務。
　②中保康聯保険会社
　　生命保険商品の販売代理。
　　保険契約者からの保険料の収集又は関係資料の収集。
　　顧客に対する関連サービスの提供。
　　会社の授権に基づくその他の業務。
　③中宏保険会社
　　生命保険商品の販売代理又は販売活動。
　　保険契約者から保険料の収集又は関係資料の収集。
　　顧客に対する関連サービスの提供。
　　会社の授権に基づくその他の業務。
　④恒康天安保険会社
　　生命保険商品の販売代理又は販売活動。
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　　保険契約者から保険料の収集又は関係資料の収集。
　　会社の承諾を経て発行した保険契約書の保険契約者への送付。
　　顧客に対する関連サービスの提供。
　　会社の授権に基づくその他の業務。
　⑤中国生命保険会社
　　生命保険商品の購入の募集。
　　保険料の収集。
　　契約締結後のサービスの提供。
　　業務の必要に応じた代理の種類又は授権範囲の調整。
　⑥金盛生命保険会社
　　生命保険商品の販売代理又は販売活動。
　　保険契約者から保険料の収集又は関係資料の収集。
　　顧客に対する関連サービスの提供。
　　会社の授権に基づくその他の業務。
（16）董開軍『中華人民共和国保険法釈義』258-262頁（中国計画出版社、1995
年）。
（17）①金盛生命保険会社専用仮領収証
　　　予め第１回保険料相当額＊＊＊＊元を領収致しました（当社が承諾したと
きは、当該金額は自動的に保険料と見なす。申込みを拒絶するときは、当該
金額を無利息で返還する）。
　　②アメリカ友邦保険会社専業領収証
　　　予め第１回保険料相当額＊＊＊＊元を領収致しました（当社が承諾したと
きは、当該金額は自動的に保険料と見なす。申込みを拒絶するときは、当該
金額を無利息で返還する）。
　　③中国生命保険会社保険料領収証
　　　予め第１回保険料相当額＊＊＊＊元を領収致しました。
　　　ａ 　当該保険領収証は保険契約者から金銭を受け取ったことを証明する。
当社は申込みを承諾し且つ保険証券を発行するときは、第１回保険料領
収証を交付する。
　　　ｂ 　当社が申込みを拒絶するときは、この領収証に基づき保険契約者に無
利息で保険料を返還する。
　　④中保康聯生命保険会社第１回保険料領収証
　　　予め第１回保険料相当額＊＊＊＊元を領収致しました。
　　　本領収証は第１回保険料の仮領収証である。当社が承諾したときは、その
他の領収証を別途に発行しない。承諾しないときは、受領した保険料を無利
息で返還する。
　　⑤安聯大衆生命保険有限会社臨時保険仮領収証
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　　　本領収証は（第１回保険料＊＊＊＊元）の仮領収証であり、正式な財務証
書ではない。本社は当該領収証を発行してから30日以内に保険契約者に正式
な営業領収証を交付する。この期間内に営業領収証を受け取らなかったとき
は電話で尋ねてください。
（18）鄒輝『保険糾紛案例投保与理賠的規則技巧』259頁（経済日報出版社、2001
年）。
（19）中国保険報　2003年８月27日。
（20）李顕東ほか『保険糾紛法律解決指南』54頁（機械工業出版社、2004年）。
（21）ドイツ保険契約法36条「①保険料の支払い場所は、保険契約者の現時の住
所とする。ただし、保険契約者は自己の負担する危険及び自己の費用におい
て保険料を封建者に送付しなければならない」。
（22）大判昭和７・２・19刑集11巻85頁；東京地判昭和37・２・12判時305号29
頁；大阪高判平成４・３・25生保判例集７巻71頁。
（23）西島梅治『保険法（第三版）』344頁（悠々社、1998年）
（24）常敏『中華人民共和国保険法釈義』258-262頁（中国検察出版社、1995年）。
（25）中国人民法院 http://www.chinacourt.org　郭泳　2003年７月31日。
（26）鄒輝・前掲書　31頁
（27）北京市高級人民法院法制宣伝処『保険銷售中の陥井与糾紛処理』43頁（中
国民主法制出版社、2003年）。
（28）王耀華『中国保険法律与実務』８、51頁（中国致公出版社、1995年）。
（29）傅安平『中国人民共和国保険法実務全書』686頁（企業管理出版社、1995
年）。
（30）恒康天安保険会社の代理契約書によって保険募集人に以下の権限を与えた
①生命保険商品の販売代理又は販売活動。②保険契約者から保険料の収集又
は関係資料の収集。③会社の承諾を経て発行した保険契約書の保険契約者へ
の送付。④顧客に対する関連サービスの提供。⑤会社の授権に基づくその他
の業務。
（31）金盛生命保険会社の代理契約書によって保険募集人に以下の権限を与え
た。①生命保険商品の販売代理又は販売活動。②保険契約者から保険料の収
集又は関係資料の収集。③顧客に対する関連サービスの提供。④　会社の授
権に基づくその他の業務。
（32）中宏生命保険有限会社の代理契約書によって保険募集人に以下の権限を与
えた。①生命保険商品の販売代理又は販売活動。②保険契約者から保険料の
収集又は関係資料の収集。③顧客に対する関連サービスの提供。④　会社の
授権に基づくその他の業務。
（33）傅安平・前掲書　687頁。
（34）董開軍・前掲書　264頁、常敏・前掲書　267頁。
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（35）日本の通説では保険募集人は告知受領権を付与されていない。第１回保険
料相当額受領権が保険募集人に付与されていることを根拠にして、条件付き
の契約締結権があると主張する見解がある。当該見解に基づき保険料と告知
の受領権を付与されている中国保険募集人が、暫定的契約権を付与されてい
ると解される。
５　結びに代えて
　以上をもって中国法の考察を終え、生命保険募集をめぐる残された問題
を指摘し、本稿の結びに代えたい。
　まず、生命保険募集人が生命保険契約上にどのような地位を与えられて
いるかについて、通常生命保険募集人の権限は各保険者の裁量に委ねられ
ている。しかし、保険契約者は保険募集人と保険者の間の契約を通常は知
ることができない。且つ保険には特殊な技術的な面があり、外部者は容易
に理解しがたいものがあり、専門知識を有しない保険契約者にとって、異
なる保険者に属する保険募集人の権限が異なっていることまで認識させる
のは過酷である。この状況を考慮し、よりよい保険契約者を保護するた
め、保険者に生命保険募集人の権限の明示義務を課するべきであると考え
る。保険募集人が保険契約者にその権限を明示しないときは、表見代理の
原則に基づき契約を有効に成立させるべきである。更に、生命保険募集人
の権限を明確にし、これを法定化することも一つの選択である。
　次に、生命保険募集の主力となっている保険募集人について、保険者と
雇用関係にある生命保険会社の被用者は極めて少数であり、最も多数を占
めるのは保険者との関係が明確でなく、曖昧な身分を有する生命保険募集
人である。生命保険会社の被用者とする保険募集人は、一部の固定給が支
給されるため収入の保証があり、福利厚生制度も整えられており、販売
ツールも無料で使用できる。それ故、会社に対する帰属感があり、安心感
を持って仕事に臨んでいる。これに対し、保険者と雇用関係を有しない保
険募集人は、完全な歩合給が支給され、社員としての福利厚生制度も享受
できず、常に不安定な地位に置かれ、会社に対する帰属感が無いため、退
職することが頻繁に起こっている。その大量退職による募集秩序に乱れを
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もたらしている。これを改善すべく保険募集人制度の再考が必要である。
対策としては固定給を設け、又は雇用関係に置くことなどの措置が求めら
れている。
　現在の保険募集人について、社会保険法の面、労働法の面において、多
くの複雑且つ困難な問題を含んでいるが、これらについて他日を期した
い。
（237）
